
数々ある制度にたどりつくことができているのか

窓口バラバラでよく知る人も希少多様な状況に応じた様々な制度が用意されるも、実際の活用にはハードル

就労支援、とくにワンストップ化に関する視点

出所：日本NPOセンター「低所得のシングルマザーと若者のファイナンシャル・ヘルスに関する調査報告書」（2020年8月）、基礎自治体へのインタビューを元に作成

公的支援制度の利用しやすさと認知

児童扶養手当

児童手当

就学援助（給食費や教材費）

母子家庭住宅手当

自立支援教育訓練給付金

ひとり親家庭医療費助成制度・
子ども医療費助成制度

母子父子寡婦福祉資金貸付金

自立支援員による相談支援

養育費相談支援センター

母子生活支援施設

マザーズ・ハローワーク

生活困窮者自立支援制度の
生活困窮者住居確保給付金

生活保護

社協の生活福祉資金

基礎自治体における窓口

子育て支援課

子育て支援課

教育委員会学校教育課

なし

都道府県へ

子育て支援課

広域（30万人）対応（担当者３人）

都道府県へ

都道府県へ

なし（近隣にない）

社会福祉課

社会福祉協議会

国民健康保険課

都道府県へ

ある町（1万人） ある市（7万人）

子育て支援課

子育て支援課

教育委員会学校教育課

なし

子育て支援課

子育て支援課

子育て支援課

都道府県へ

子育て支援課→施設は県・民間

なし（県庁所在地まで行く）

社会福祉課

社会福祉協議会

保険医療課

社会福祉課

※亀井善太郎先生作成資料



子どもの発達・成長に応じた支援対象の拡大まで配慮できているか

経済格差を教育格差につなげない視点

子どもの成長

0歳 3歳

保育園

ひとり親を対象とした支援

子どもを対象とした支援

6歳 9歳 １２歳 15歳 18歳

小
４
の
カ
ベ

中
１
の
カ
ベ

小
１
の
カ
ベ

⚫ それぞれの制度は、ひとり親世帯における子どもの成長や発達に応じたプログラムとなっているのか？
– この図にそれぞれの制度をあてはめた場合、切れ目のない支援となっているか

⚫ とくに、子どもの発達や成長に応じて、支援対象を直接子どもとするような工夫がされているのか？

幼稚園
小学校 中学校 高校 大学・専門学校等

※亀井善太郎先生作成資料
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